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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一般式（Ｉ）
ＲｎＳｉＸ４－ｎ

（但し、Ｒは炭化水素基であり、Ｘはアルコキシ基またはハロゲンであり、ｎは１～３の
整数である）
で示される構造、または一般式（II）
Ｒ３ＳｉＮＨＳｉＲ３

（但し、Ｒは上記と同じである）
で示される構造の処理剤により疎水化されたエアロゲルであって、
ＢＥＴ法による比表面積が４００～１０００ｍ２／ｇ、ＢＪＨ法による細孔容積および細
孔半径のピークが各々３～８ｍＬ／ｇ、１０～４０ｎｍであり、且つ
コールターカウンター法により測定されたＤ１０とＤ９０の比（Ｄ１０／Ｄ９０）が０．
３～０．５（ただし、Ｄ１０は体積基準の累積粒度分布曲線の粒径の小さい方から１０％
頻度の値の粒径を表し、Ｄ９０は同９０％頻度の値の粒径を表す）
であることを特徴とするエアロゲル。
【請求項２】
　表面処理剤が、一般式（Ｉ）で示される構造のものである請求項１のエアロゲル。
【請求項３】
　一般式（Ｉ）で示される構造の表面処理剤が、ジメチルジクロロシランである請求項２
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のエアロゲル。
【請求項４】
　Ｄ５０が２～５μｍである請求項１～３のいずれか一項に記載のエアロゲル。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載のエアロゲルからなる艶消し剤。
【請求項６】
　請求項５の艶消し剤と有機樹脂とを含む艶消し塗料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、艶消し剤として用いた際に良好な艶消し性を発現するエアロゲルと、そのエ
アロゲルからなる艶消し剤および該艶消し剤を含む艶消し塗料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エアロゲルは、非常に小さいかさ密度、高い気孔率、および１０～１００ｎｍ程度の細
孔を有する。これらの特性から、エアロゲルは断熱材料、艶消し剤、触媒、化粧品など広
範囲の用途において使用される。
【０００３】
　一方、金属酸化物、特にシリカは、「艶消し」の感じを得るために、塗料に配合されて
きた。一般的な艶消し効果は添加粒子が塗膜表面に凹凸を形成することで、光を乱反射す
ることにより得られる。この凹凸が可視光の波長よりも短いと散乱効果がなくなるため、
凹凸は可視光の波長よりも大きいことが必要である。しかし、添加粒子の粒子径を大きく
し過ぎると塗膜表面がザラザラと荒れることで平滑性が悪化し、なめらかなマット感を得
ることが得難い傾向がある。
【０００４】
　また、艶消し剤として用いられるシリカは、コストの点から親水性シリカが多く使用さ
れている。親水性シリカは、シリカ粒子表面に存在するシラノール基を有しているため、
凝集しやすく塗料へ添加した際の分散性を悪化させる傾向があり、塗面にダマを形成し、
塗料中に沈殿分離するなどの問題が生じる場合がある。
【０００５】
　これらの問題を解決する手段としてシリカ粒子表面のシラノール基をアルキル基を有す
るシラン化合物などで修飾し、疎水性を付与したシリカなどが提供されている（特許文献
１、２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第４２２５４６６号公報
【特許文献２】特許第４２２５４６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記特許文献１、２等に開示された技術は確かに優れたものである。しかしながら艶消
し剤用途として、塗膜表面の低い光沢度と良好な平滑性の両特性を併せ持つ、より高い艶
消し効果を求める艶消し剤の要望が継続してある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　そこで本発明者らは、より低い光沢度と良好な平滑性をえるために、艶消しに寄与しな
い粒の減少と塗膜表面の平滑性を悪化させる粗粒の減少について着目し、種々の粒径や粒
度分布を有するエアロゲルを検討した。
【０００９】
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　その結果、特定の疎水性エアロゲルにおいて、粒度分布Ｄ１０／Ｄ９０が０．３～０．
５のものは、０．３未満のものと比較して、同じＤ５０でも光沢度が低く、塗膜表面の平
滑性も良好であることを見出した。
【００１０】
　すなわち本発明は、一般式（Ｉ）
ＲｎＳｉＸ４－ｎ

（但し、Ｒは炭化水素基であり、Ｘはアルコキシ基またはハロゲンであり、ｎは１～３の
整数である）
で示される構造、または一般式（II）
Ｒ３ＳｉＮＨＳｉＲ３

（但し、Ｒは上記と同じである）
で示される構造の表面処理剤により疎水化されたエアロゲルであって、
ＢＥＴ法による比表面積が４００～１０００ｍ２／ｇ、ＢＪＨ法による細孔容積および細
孔半径のピークが各々３～８ｍＬ／ｇ、１０～４０ｎｍであり、且つ
コールターカウンター法により測定されたＤ１０とＤ９０の比（Ｄ１０／Ｄ９０）が０．
３～０．５（ただし、Ｄ１０は体積基準の累積粒度分布曲線の粒径の小さい方から１０％
頻度の値の粒径を表し、Ｄ９０は同９０％頻度の値の粒径を表す）
であることを特徴とするエアロゲルであり、また他の発明は当該エアロゲルからなること
を特徴とする艶消し剤である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明のエアロゲルは、シャープな粒度分布を有すため、艶消しに寄与しない無駄な粒
子が少なく、よって効率的に艶消し効果を得ることができる。
【００１２】
　その上、塗膜表面の平滑性を悪化させる粗粒子が少ない為に、表面の凹凸が緩和され、
滑らかな塗膜面を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施例１の塗膜表面のレーザー顕微鏡像
【図２】比較例７の塗膜表面のレーザー顕微鏡像
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明についてさらに詳しく説明する。
【００１５】
　本発明のエアロゲルは疎水性である。ここで「疎水性である」とは水に対して分散しな
いことをいう。より具体的には、本発明のエアロゲル１ｇをイオン交換水１００ｇと共に
容器に入れ十数秒間振とう又は攪拌した後、静置するとエアロゲル相と水相とに完全に分
離することをいう。
【００１６】
　このような疎水性を得るためには、後述する製造方法の欄で詳述するように、表面ＯＨ
基をシリル化剤などの疎水性有機基によりキャッピングすることで容易に達成できる。こ
うしたシリル化剤としては、一般式（Ｉ）
ＲｎＳｉＸ４－ｎ

（但し、Ｒは炭化水素基であり、Ｘはアルコキシ基またはハロゲンであり、ｎは１～３の
整数である）
で示される構造、または一般式（II）
Ｒ３ＳｉＮＨＳｉＲ３

（但し、Ｒは上記と同じである）
で示される構造の処理剤が使用される。
【００１７】
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　本発明において、「エアロゲル」とは高い空隙率を有し分散媒体として気体を伴う固体
材料を意味し、特に空隙率６０％以上の固体材料を意味する。なお、空隙率とは、見掛け
の体積中に含まれている気体の量を体積百分率で表した値である。
【００１８】
　本発明におけるエアロゲルの粒度分布に関しては、エアロゲル試料０．００５ｇをアル
コール（例えばソルミックスＡ－７）５０ｇに加えたものを入れた容器を、超音波洗浄機
中にいれ、９０Ｗで３分間分散したものをコールターカウンター法により測定した値を示
す。なお、上記分散時間３分間は、分散時間を１、３、５分間と変化させて、それぞれの
Ｄ５０の値が０．１μｍ以上、Ｄ１０／Ｄ９０の値が０．０１以上変化しないことを確認
した結果もとめたものである。換言すれば、超音波洗浄機（分散機として使用している）
でエアロゲルを分散させた際に±２分間で測定されるＤ５０の変化が０．１μｍ未満であ
る分散状態での粒子径である。
【００１９】
　本発明において、「Ｄ１０」はコールターカウンター法により測定された粒度分布にお
いて、粒径の小さい方から数えて体積基準の累積粒度分布曲線の１０％値の粒径を表し、
「Ｄ９０」は同９０％値の粒径を表し、「Ｄ５０」は同５０％値で、いわゆる、メジアン
径である。
【００２０】
　Ｄ１０／Ｄ９０が大きくなるほど、該エアロゲルはシャープな粒度分布を有することを
意味する。本発明のエアロゲルはＤ１０／Ｄ９０が０．３以上である。その為、艶消しに
寄与しない小さな粒や塗面の均一性を阻害する大きな粒の混入を防ぎ、無駄のない効率的
な艶消し効果を得ることができる。Ｄ１０／Ｄ９０の上限は、入手の容易さ等の点から、
０．５以下である。
【００２１】
　また、Ｄ５０を好ましくは２～５μｍ、より好ましくは２～４μｍと微細にすることで
塗膜表面の平滑性を高めつつ、艶が消えている状態（つまり、なめらかなマット感）を効
果的に付与することができる。
【００２２】
　一般的に粒径を大きくすれば、塗膜表面の凹凸が大きくなり、艶消し効果は向上するが
、同時に塗膜表面の平滑性は悪化する。一方、粒径を可視光の波長よりも小さくしてしま
うと、平滑性は向上するが、塗膜表面で入射光が乱反射されず艶消し性能が悪化する。
【００２３】
　つまり、塗膜表面の平滑性を表す表面粗さと艶消し効果を表す光沢度の数値データは、
艶消し剤の粒径に依存し、一般的な艶消し状態に加えて、塗膜表面になめらかなマット感
も求められる場合には、上記粒径が効果的である。
【００２４】
　本発明におけるエアロゲルのＢＥＴ法による比表面積は、４００ｍ２／ｇ以上であり、
好ましくは５００ｍ２／ｇ以上である。また、ＢＥＴ法による比表面積は１０００ｍ２／
ｇ以下であり、好ましくは８００ｍ２／ｇ以下である。比表面積が大きいほど、エアロゲ
ルを構成する一次粒子径が小さいことを示し、より少ない量でエアロゲルの骨格構造を形
成することが可能であるため、艶消し性能を向上させる上で好ましい。
【００２５】
　本発明におけるエアロゲルのＢＪＨ法による細孔容積は、３～８ｍＬ／ｇ、好ましくは
４～８ｍＬ／ｇ、更に好ましくは５～８ｍＬ／ｇである。また、細孔容積が小さい場合に
は、単位質量当たりの粒子数が少なくなるため、細孔容積は大きい方が望ましい。
【００２６】
　本発明におけるエアロゲルの細孔半径のピークは、１０～４０ｎｍ、より好ましくは２
０～３０ｎｍの範囲にある。効率的な艶消し効果を得るには、エアロゲルのかさ密度を小
さくし、塗膜中の単位質量あたりの粒子数を多くすることが望ましい為、細孔半径は大き
い方が好ましい。また、良好な透明性を得られやすい点で、細孔半径は小さい方が好まし
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い。
【００２７】
　なお本発明において、「ＢＥＴ法による比表面積」とは、測定対象のサンプルを１ｋＰ
ａ以下の真空下において１５０℃の温度で２時間以上乾燥させ、その後、液体窒素温度に
おける窒素の吸着側のみの吸着等温線を測定し、該吸着等温線をＢＥＴ法により解析して
求めた値を意味する。その際の解析に用いる圧力範囲は、相対圧０．１～０．２５の範囲
である。
【００２８】
　「ＢＪＨ法による細孔容積」とは、上記と同様に取得した吸着側の吸着等温線をＢＪＨ
法（Ｂａｒｒｅｔｔ，Ｅ．Ｐ．；Ｊｏｙｎｅｒ，Ｌ．Ｇ．；Ｈａｌｅｎｄａ，Ｐ．Ｐ．，
Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．７３，３７３（１９５１））により解析して得られる細孔
半径１ｎｍ以上１００ｎｍ以下の細孔に由来する細孔容積を意味する。
【００２９】
　「ＢＪＨ法による細孔半径のピーク」とは、上記と同様に取得した吸着側の吸着等温線
をＢＪＨ法によって解析して得られる、細孔半径の対数による累積細孔容積の微分を縦軸
にとり細孔半径を横軸にとってプロットした細孔分布曲線（体積分布曲線）が最大のピー
クをとる細孔半径の値を意味する。
【００３０】
　上述の物性を有する本発明の疎水性エアロゲルの製法は、特に限定されないが、本発明
者等の検討によれば、以下の方法により製造できる。
【００３１】
　すなわち、本発明の艶消し剤としてのエアロゲルは、金属酸化物ゾルの作製、該ゾルを
ゲル化、熟成、洗浄、溶媒置換、疎水化処理、乾燥という工程を順番に行う常圧乾燥法に
より製造することができる。
【００３２】
　以下では、金属酸化物がシリカ（ＳｉＯ２）である場合を例に挙げて、より詳しく説明
する。
【００３３】
　上記各工程のうち、シリカ（金属酸化物）ゾルの作製工程は、公知の方法を適宜選択し
て実施すればよい。該シリカゾル作製の原料としては、金属アルコキシド、ケイ酸アルカ
リ金属塩等を使用することができる。本発明の艶消し剤に使用するエアロゲルの原料とし
て使用可能な金属アルコキシドを具体的に例示すると、テトラメトキシシラン、テトラエ
トキシシラン等が挙げられる。また、ケイ酸アルカリ金属塩としては、ケイ酸カリウム、
ケイ酸ナトリウム等が挙げられ、化学式は、以下の式１で示される。
ｍ（Ｍ２Ｏ）・ｎ（ＳｉＯ２）　（式１）
（式中のｍ、ｎは正の整数を表し、Ｍはアルカリ金属原子を示す。）
　上記のシリカゾル作製の原料のなかでも、安価な点でケイ酸アルカリ金属塩を好適に用
いることができ、更には入手が容易であるケイ酸ナトリウムが好適である。
【００３４】
　本発明の艶消し剤に使用するエアロゲルのシリカゾル作製原料として、ケイ酸アルカリ
金属塩を用いる場合には、塩酸、硫酸等の鉱酸により中和する方法か、あるいは対イオン
がＨ＋とされている陽イオン交換樹脂（以下、「酸型陽イオン交換樹脂」）を用いる方法
により、シリカゾルを作製することができる。
【００３５】
　前述の酸により中和することによりシリカゾルを作製する方法としては、酸の溶液に対
して、撹拌しながらケイ酸アルカリ金属塩の溶液を添加する方法や、配管内で衝突混合さ
せる方法が挙げられる。用いる酸の量は、ケイ酸アルカリ金属塩のアルカリ分に対するモ
ル比としては、１．０５～１．２とすることが好ましい。酸の量をこの範囲にした場合に
は、作製したシリカゾルのｐＨは、１～３程度になる。
【００３６】
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　また、上記の酸型陽イオン交換樹脂を用いてシリカゾルを作製する方法は、公知の方法
により行うことができ、酸型陽イオン交換樹脂を充填した充填層に適切な濃度のケイ酸ア
ルカリ金属塩の溶液を通過させるか、あるいは、ケイ酸アルカリ金属塩の溶液に、酸型陽
イオン交換樹脂を添加、混合し、アルカリ金属を除去した後に濾別するなどして酸型陽イ
オン交換樹脂を分離することにより行うことができる。その際に、用いる酸型陽イオン交
換樹脂の量は、溶液に含まれるアルカリ金属を交換可能な量以上を用いる必要がある。
【００３７】
　上記の酸型陽イオン交換樹脂としては、市販のものを使用することができる。例えば、
スチレン系、アクリル系、メタクリル系等で、イオン交換性基としてはスルフォン酸基や
カルボニル基が置換されたものを用いることができる。このうち、スルフォン酸基を有す
る、いわゆる強酸型の陽イオン交換樹脂を好適に用いることができる。
【００３８】
　なお上記の酸型陽イオン交換樹脂は、アルカリ金属の交換に使用した後に、硫酸や塩酸
を通過させることで、再生処理を行うことができる。再生に用いる酸の量は、通常は、イ
オン交換樹脂の交換容量に対して２～１０倍の量が用いられる。
【００３９】
　上記の方法により作製したシリカゾルの濃度としては、シリカ分の濃度として、５０～
１５０ｇ／Ｌ程度とすることが好ましい。５０ｇ／Ｌ以上とすることによりゲル化の時間
を適度に短くして効率的に製造できると共に、シリカゾル中のシリカ分が多いために、エ
アロゲルの骨格構造の形成が十分となり易く、乾燥時に収縮を起こし難いため細孔容積が
大きくなる傾向にある。更に、密閉容器等に充填した際や、撹拌・混合した際の外圧によ
って、細孔が潰れてしまう可能性が低く、強固な凝集構造が得られ、艶消し剤の性能が有
効に発揮できる。
【００４０】
　また１５０ｇ／Ｌ以下とすることにより、エアロゲルの密度が小さくなり、単位質量当
たりに含まれるシリカ粒子数が増大するため、良好な艶消し効果が得られる傾向にある。
【００４１】
　本発明のエアロゲルを製造するには、上記のゾルの作製に引き続き、シリカゾルに対し
てアンモニア水（例えば５％程度）、苛性ソーダ、アルカリ金属塩等を加え、ｐＨを３～
６に調整しゾルをゲル化させる。ゲルが適切な粒度（例えば１５０μｍ～４ｍｍ程度）と
なるようにゲルをつぶしながら適切な目開きの篩を通して、粉砕し適切な粒度の水系ゲル
スラリーとする。ｐＨが３より低いとゲル化するのに時間を要し効率が悪く、またｐＨが
６を超える場合、直ちにゲル化し、均一なゲルが形成しにくくなる。さらには、一次粒子
の合一もしくは成長し一次粒子径が大きくなり、比表面積が小さくなる傾向があり微細な
凝集構造が形成しにくく、細孔容積が低くなり目的のエアロゲルが出来ない傾向がある。
【００４２】
　上記のゲル化にかかる時間は、温度やシリカゾルの濃度にもよるが、ｐＨ５．０、５０
℃、シリカゾル中のシリカ濃度が８０ｇ／Ｌの場合には、数分後にゲル化が起こる。
【００４３】
　本発明のエアロゲルを製造するに際しては、上記のゲル化に引き続き、シリカ濃度５０
～８０ｇ／Ｌと低い場合又はゲル化のｐＨが３～４と低い場合には、ゲル化体のシリカ骨
格構造強度を強固にするため、熟成を行うことが好ましい。この熟成時のｐＨ、温度、時
間によりエアロゲルの比表面積が変化する。ｐＨが高いほど、温度が高いほど、時間が長
いほど、比表面積は低下するが、エアロゲルの骨格構造が強くなるため、乾燥収縮を抑制
し、細孔容積を高める効果がある、さらには艶消し剤として使用する際には細孔がつぶれ
ないまま保持できるため、物性バランスを調整し条件を決めることが好ましい。
【００４４】
　上記の熟成温度の範囲としては、好ましくは３０～８０℃である。熟成温度がこの範囲
を外れて高い場合には、温度を上昇させるために必要な熱量が多大となり、熟成温度がこ
の範囲を外れて低い場合には、熟成の効果を得るのに必要な時間が長くなる。また、上記
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の熟成時間の範囲としては、ゲル化させるｐＨが３～４の場合、５～２４時間程度が好ま
しい。また、ゲル化させるｐＨが４～６に場合は、ゲル化直後０～２４時間程度が好まし
い。この熟成時間が２４時間を超えると、熟成中にシリカ一次粒子の合一もしくは成長し
一次粒子径が大きくなり、比表面積が低下し、微細の凝集構造が形成しにくくなり細孔容
積が低くなる傾向がある。
【００４５】
　なお洗浄操作は、水系ゲルスラリーを水により洗浄することで、ゲル中に含まれる塩を
取り除く操作である。従って、酸型陽イオン交換樹脂を用いてゾルを作製した場合には、
この洗浄操作は必要ない。本発明の艶消し剤に使用するエアロゲルを製造するには、この
洗浄は、洗浄液の伝導度が１００μＳ／ｃｍ以下になるまで行うことが好ましい。当該洗
浄操作は、公知の方法により行うことができる。例えば、ゲルに対して一定量の水を加え
一定時間おいたのちに洗浄水を抜くことを繰り返す方法や、カラムに入れたゲルに対して
水を一定量通過させる方法等が挙げられる。カラムにより洗浄を行う場合には、効率を上
げる目的で、０．２～１．０ＭＰａ程度の加圧下で行うことができる。
【００４６】
　本発明のエアロゲルを製造するには、溶媒置換が行われる。この溶媒置換は上記方法で
得たゲルを乾燥するに際し、乾燥収縮を起こさないよう、ゲルの作製に用いた水を、表面
張力の小さな溶媒に置き換えるものである。直接水を表面張力の小さな溶媒に置き換える
ことは困難なため、通常はこの溶媒置換は、２段階で行われる。１段目に用いる溶媒の選
定基準としては、水、及び２段目の溶媒置換に用いられる溶媒に対して混和性が良いこと
が挙げられる。
【００４７】
　１段目の溶媒置換には、メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、アセトン
等の水と任意の割合で混合可能な、所謂、親水性有機溶媒を用いることができ、好適には
、メタノール又はエタノールを用いることができる。また、２段目に用いる溶媒の選定基
準としては、引き続き行われる疎水化処理に用いられる処理剤と反応しないこと、乾燥収
縮を起こさないために表面張力が小さいことが挙げられる。２段目に用いる溶媒としては
、ヘキサン、ジクロロメタン、メチルエチルケトン、ヘプタン等を用いることができ、好
適にはヘキサンを用いることができる。むろん必要に応じて、上記１段目の溶媒置換と２
段目の溶媒置換との間に、さらなる溶媒置換を行っても構わない。
【００４８】
　上記の１段目の溶媒置換は、公知の方法により行うことができる。例えば、ゲルに対し
て一定量溶媒を加え一定時間置いた後に溶媒を抜くことを繰り返す方法や、カラムに入れ
たゲルに対して溶媒を一定量通過させる方法等が挙げられる。置換に用いる溶媒を節約す
る上では、カラムを用いた方法が好ましい。また、カラムにより置換を行う場合には、効
率を上げる目的で、０．２～１ＭＰａ程度の加圧下で行うことができる。
【００４９】
　上記の溶媒置換に用いられる溶媒の量としては、ゲル中の水分を十分に置換できる量と
することが好ましい。置換後のゲル中の含水率としては、シリカ分に対して１０％以下と
することが好ましい。上記のカラムにより方法を採用する場合には、ゲルの容量に対して
５～１０倍の量の溶媒を用いることができる。
【００５０】
　上記２段目の溶媒置換についても、１段目の溶媒置換と同様の方法で行うことができ、
１段目に用いた溶媒を十分置換できる量で行うことができる。カラムによる方法を採用す
る場合には、ゲルの容量に対して５～１０倍量の溶媒を用いることができる。
【００５１】
　なお、上記の置換のために用いた溶媒は、回収し、蒸留塔の精製を行った後に、繰り返
し使用することが、溶媒にかかる費用を節約する上で好ましい。
【００５２】
　本発明の艶消し剤に使用するエアロゲルは、上記の溶媒置換の後に、疎水化処理を行う
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。疎水化処理に用いる処理剤としては、一般式（Ｉ）
ＲｎＳｉＸ４－ｎ

（但し、Ｒは炭化水素基であり、Ｘはアルコキシ基またはハロゲンであり、ｎは１～３の
整数である）
で示される構造、または一般式（II）
Ｒ３ＳｉＮＨＳｉＲ３

（但し、Ｒは上記と同じである）
で示される構造のものが好適に用いられる。好ましくは、トリメチルクロロシラン、ジメ
チルジクロロシラン（以下、ＤＭＤＣＳ）、モノメチルトリクロロシラン（以下、ＭＴＳ
）、ヘキサメチルジシラザンである。
【００５３】
　上記の疎水化処理の際に使用する処理剤の量としては、処理剤の種類にもよるが、例え
ばＤＭＤＣＳを処理剤として用いる場合には、シリカ１００質量部に対して５０～１５０
質量部である。ＤＭＤＣＳ処理剤の量が５０質量部より少ないと、後工程の溶媒乾燥の際
に乾燥収縮が起こり、目的の細孔容積が得られなかったり、目的の細孔容積が得られたエ
アロゲルであっても粒子同士の反撥（スプリングバック効果）が少なくなり、外力が加わ
った時に細孔の潰れを生じる。より好ましくは８０～１３０質量部である。
【００５４】
　上記の疎水化処理の条件は、前記溶媒置換処理後のゲルを含む液に対して、一定量の溶
媒を追加した後に疎水化処理剤を加え、一定時間反応させることにより行うことができる
。疎水化処理剤としてＤＭＤＣＳを用い、処理温度を５０℃とした場合には、１２時間程
度以上保持することで行うことができる。
【００５５】
　本発明のエアロゲルを得るためには、上記の疎水化処理の後に、濾別し、未反応の処理
剤を溶媒で洗浄した後に、乾燥する。乾燥する際の温度は、溶媒の沸点以上で、表面処理
剤の分解温度以下であることが好ましく、圧力は常圧、あるいは減圧下で行うことが好ま
しい。
【００５６】
　本発明におけるエアロゲルは、上記のようにして得た塊粒状の乾燥エアロゲルを公知の
方法で粉砕することにより得ることができる。
【００５７】
　ただし、粒度分布がシャープなエアロゲルは、湿式粉砕では得られにくい為、乾式粉砕
を行うことが好ましい。これらの原因機構は明らかでないが、湿式粉砕では粒子ひとつひ
とつに加わる粉砕エネルギーが大きすぎたり、粒子に均一にエネルギーが掛けづらい為、
平均粒径を大幅に下回る小さな粒子の割合が増えたり、逆に、粉砕されずに残った粒径の
大きな粗粒の割合が増えたり、または、その両方の現象が起こったりして、粒度分布のシ
ャープなエアロゲルは得られにくいと考えられる。その為、本発明のエアロゲルを得るた
めには、乾式粉砕を行うことが好ましい。
【００５８】
　そして、望ましくは乾式粉砕でも、ボールミルなど比較的長時間強い力を加え続ける方
法よりもジェットミルなどの比較的短時間強い力を加える方法の方が、シャープな粒度分
布を得るという点、エアロゲルの微細構造を破壊し難く、よって比表面積や細孔容積を減
少させにくいという点、艶消しに寄与しない小さな粒子の発生を防止するという点等で好
ましい。
【００５９】
　更には、本発明で規定する範囲の粒度分布を有するエアロゲルを得るためにジェットミ
ルを用いて粉砕する際は、該ジェットミルでの粉砕条件として、圧縮空気またはＮ２など
の不活性ガスにおける粉体濃度を１０ｇ／ｍ３以上２２０ｇ／ｍ３以下、好ましくは１５
ｇ／ｍ３以上１９０ｇ／ｍ３以下、より好ましくは１５ｇ／ｍ３以上３０ｇ／ｍ３以下に
することが好ましい。該粉体濃度にすることによって、ジェットミルの粉砕室内における
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粉体濃度が高まり、粉砕能力が向上するが、粉体濃度を上げ過ぎても個々の粒子に加わる
粉砕力が分散するため、該粉体濃度が好ましい。
【００６０】
　更には、該供給量が得られにくい場合は一度粉砕したものを再度数回粉砕することによ
って、本発明で規定する範囲の粒度分布を有するエアロゲルを得られる。
【００６１】
　本発明のエアロゲルは緻密なネットワークを持った構造をしている為、一般的に塗料添
加用に用いられている親水性湿式シリカと比べて、粉砕時に粉砕エネルギーが掛かりにく
く粉砕されにくいと推測される。
【００６２】
　なお前述のとおり、エアロゲルのネットワーク構造の強さは、ゲル熟成時のｐＨが高い
ほど、熟成時間が長いほど、熟成温度が高いほど強くなるため、粉砕され難くなる傾向に
ある。よって本発明のエアロゲルを得るためには、粉砕圧／風量を高くしたり、複数回の
粉砕に供したりする必要性が高い傾向がある。
【００６３】
　換言すれば、本発明のエアロゲルはこの比較的短時間強い力を加える方法によれば粉砕
されにくいという特性により、艶消しに寄与しない無駄な粒子を粉砕工程により発生しに
くく、同時に、塗膜表面の平滑性を悪化させる粗粉は優先的に破砕されるという２点で良
好な特性をもつ。
【００６４】
　このような粉砕により、好ましくはＤ５０が２～５μｍとなるまで粉砕を行えばよい。
【００６５】
　なお無論、上述した製法は一例であり、本発明のエアロゲルが上記製造方法により得ら
れたものに限定されるものではなく、他の公知の粉砕、解砕、分級等を適宜選択して実施
し製造してもよい。
【００６６】
　本発明のエアロゲルは、そのシャープな粒度分布ゆえ、前述したように艶消し剤として
使用することにより良好な艶消し性と表面平滑性を得ることができる。
【００６７】
　艶消し剤として使用する場合には、通常、本発明のエアロゲルを有機樹脂に分散させて
使用する。
【００６８】
　本発明における艶消し剤と有機樹脂とを含む艶消し塗料において、有機樹脂は任意のも
のを使用できる。例えば、樹脂の種類からいって、油性塗料、ニトロセルロース塗料、ア
ルキッド樹脂塗料、アミノアルキッド塗料、ビニル樹脂塗料、アクリル樹脂塗料、エポキ
シ樹脂塗料、ポリエステル樹脂塗料、塩化ゴム系塗料等の慣用のそれ自体公知の塗料の他
に、ロジン、エステルガム、ペンタレジン、クマロン・インデンレジン、フェノール系レ
ジン、変性フェノール系レジン、マレイン系レジン、アルキド系レジン、アミノ系レジン
、ビニル系レジン、石油レジン、エポキシ系レジン、ポリエステル系レジン、スチレン系
レジン、アクリル系レジン、シリコーン系レジン、ゴムベース系レジン、塩素化物系レジ
ン、ウレタン系レジン、ポリアミド系レジン、ポリイミド系レジン、フッ素系レジン、天
然或いは合成の漆等の１種或いは２種以上を含有する塗料が挙げられる。また、用いる塗
料は、その用い方によって、溶剤型塗料、紫外線硬化型塗料、粉体塗料等の任意のもので
あってよい。
【００６９】
　この溶剤型塗料の有機溶媒としては、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶媒；
ｎ－ヘプタン、ｎ－ヘキサン、アイソパー等の脂肪族炭化水素系溶媒；シクロヘキサン等
の脂環族炭化水素系溶媒；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シ
クロヘキサノン等のケトン系溶媒；エタノール、プロパノール、ブタノール、ダイアセト
ンアルコール等のアルコール系溶媒；テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル系溶
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媒；エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ等のセロソルブ系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチ
ル等のエステル系溶媒；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホ
キシド等の非プロトン性極性溶媒等の１種または２種以上を用いることができる。
【００７０】
　紫外線（ＵＶ）硬化型塗料としては、ハイソリッドレジン、例えばＵＶ硬化型のアクリ
ル樹脂、エポキシ樹脂、ビニルウレタン樹脂、アクリルウレタン樹脂、ポリエステル樹脂
等が単独或いは２種以上の組み合わせで使用される。
【００７１】
　粉体塗料としてはポリアミド、ポリエステル、アクリル樹脂、オレフィン樹脂、セルロ
ース誘導体、ポリエーテル、塩化ビニル樹脂等の熱可塑性樹脂の他、エポキシ樹脂、エポ
キシ／ノボラック樹脂、イソシアネート或いはエポキシ硬化型ポリエステル樹脂等が挙げ
られる。
【００７２】
　本発明における艶消し剤の樹脂における添加量は、任意の割合で添加できるが有機樹脂
１００質量部に対して、１～９０質量部、好ましくは、３～８０質量部が適当である。こ
れにより、少量の配合で塗膜表面に高度の艶消し効果を付与することができる。また同時
に、塗膜面の耐引っ掻き性も向上することが推測される。
【実施例】
【００７３】
　以下、本発明を具体的に説明するため、実施例を示すが、本発明はこれらの実施例のみ
に制限されるものではない。また、以下において、ＢＥＴ比表面積、ＢＪＨ法による細孔
容積、ＢＪＨ法による細孔分布の測定は、日本ベル株式会社製ＢＥＬＳＯＲＰ－ｍａｘに
より行った。
【００７４】
　また、粒度分布に関しては、日本アルコール販売株式会社製のソルミックスＡ－７（標
準組成：エタノール８５．５％、プロピルアルコール９．６％、メタノール４．９％、水
０．２％）に試料を添加し、日本エマソン株式会社製の超音波洗浄機Ｂ１５１０Ｊ‐ＭＴ
で３分間分散したものを、ベックマン・コールター株式会社製、マルチサイザーＩＩＩを
用い、アパーチャーチューブ５０μｍにより行った。なお、上記分散時間に関して、分散
時間が１、３、５分でそれぞれのＤ５０の値が０．１μｍ以上変化しないことを確認した
。
【００７５】
　また、塗膜の艶消し効果を確認するために、ＪＩＳ　Ｚ　８７４１に準ずる方法で確認
した。具体的には、屈折率１．５６７のガラス板上に上島製作所製、ドクターブレード（
塗布厚３ＭＩＬ、上島製作所株式会社製））を用いて塗布した後、光沢度計（ＮＩＰＰＯ
Ｎ　ＤＥＮＳＨＯＫＵ製、Ｇｌｏｓｓ　Ｍｅｔｅｒ　ＵＧ２０００）を用い、入射角６０
度のときの光沢度（グロス値）を評価した。また、平滑性に関してはＪＩＳ　Ｂ０６０１
で定義されている算術平均表面粗さ（以下、Ｒａと記載）を用いて、レーザー顕微鏡（オ
リンパス株式会社製、ＬＥＸＴ　ＯＬＳ４０００）で評価した。
【００７６】
　実施例１
　３号ケイ酸ソーダ（ＪＩＳ　Ｋ１４０８）をＳｉＯ２濃度が１６．５ｇ／１００ｍＬに
なるまで希釈し、このケイ酸ソーダと硫酸（９．５ｇ／１００ｍＬ）を室温で混合反応さ
せ、シリカゾル（ＳｉＯ２濃度が８％、ｐＨ２）１０００ｍｌを製造した。前記シリカゾ
ルに、３号ケイ酸ソーダをＳｉＯ２濃度が８％に希釈したものを添加してｐＨ５．８とし
て、ゲル化させ、４０℃のウォータバスにて９０分熟成した。その後、２ｍｍの網を通し
て粉砕したゲルを通液カラムに入れ、導電率１００μＳ以下まで通水し、ゲルの洗浄を行
った。その後、通液カラムにて、水分濃度０．２ｗｔ％以下までエタノールで置換し、更
にエタノール濃度０．１ｗｔ％以下までトルエンで置換した。
【００７７】
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　得られたトルエンを分散媒としたゲルを２０００ｍｌのガラス容器に入れ、ＤＭＤＣＳ
を６０ｇ加え、６０℃で６時間撹拌反応させた。反応後、ゲルを吸引濾過により濾別し、
常圧、窒素雰囲気下、１２０℃で１２時間乾燥させて粗エアロゲルを得た。
【００７８】
　こうして得られた粗エアロゲルの疎水性は、該エアロゲル１ｇを水１００ｍＬのビーカ
ーに入れ、数十秒間撹拌した後、静置し、エアロゲル相と水相とに完全に分離することで
確認した。
【００７９】
　上記粗エアロゲルをジェットミル（セイシン企業株式会社製、ＳＴＪ－１００）で粉砕
した。このときのフィード圧とミル圧は共に０．１ＭＰａ、０．２ｍ３／ｍｉｎの圧縮空
気を用い、原体の供給量は３５ｇ／ｍｉｎ、単位風量当たり１８７ｇ／ｍ３で行った結果
、Ｄ５０が１２．６μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．２１のエアロゲル（以下、エアロゲル１
－Ａ）を得た。
【００８０】
　エアロゲル１－Ａをジェットミルで再度粉砕した。このときのフィード圧とミル圧は共
に０．５ＭＰａ、０．９ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は２４ｇ／ｍｉｎ
、単位風量当たり２６ｇ／ｍ３で行った結果、Ｄ５０が２．８μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０
．３３、比表面積６８７ｍ２／ｇ、細孔容積５．２９ｍＬ／ｇ、細孔半径のピークは２９
．５ｎｍのエアロゲル（以下、エアロゲル１－Ｂ）を得た。
【００８１】
　エアロゲル１－Ｂを艶消し剤として、ウレタン塗料（ＲＥＴＡＮ　ＰＧ８０ＩＩＩ、３
８８―０２６、関西ペイント株式会社製）１００質量部に対して艶消し剤３質量部の割合
で添加した。
【００８２】
　その後、撹拌機で１０００ｒｐｍ５分間撹拌後、脱泡器（ＩＷＡＫＩ　ＫＭ　Ｓｈａｋ
ｅｒ、イワキ産業製、Ｖ－ＳＸ、１５０ＳＰＭ）で２時間脱泡させ、艶消し塗料を得た。
【００８３】
　その後、塗布器（ＰＩ－１２１０　ＦＩＬＭ　ＣＯＡＴＥＲ、テスター産業株式会社製
）とドクターブレードでガラス板上に艶消し塗料を塗布し、２０分間２０℃で乾燥させた
後、２０分間６０℃で乾燥させた。
【００８４】
　こうして得られた塗膜を評価したところ、グロス値１４、Ｒａ０．４０μｍであった。
【００８５】
　実施例２
　シリカゲル熟成時の熟成温度を６０℃に変更し、その他は実施例１と同様の手順で粗エ
アロゲルを作製したところ、比表面積が５０７ｍ２／ｇ、細孔容積が５．１４ｍＬ／ｇ、
細孔半径のピークは２５．５ｎｍの粗エアロゲルを得た。
【００８６】
　上記粗エアロゲルを実施例１における１－Ａの粉砕と同様の方法で粉砕した結果、Ｄ５
０が１２．６μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．２１のエアロゲル（以下、エアロゲル２－Ａ）
を得た。
【００８７】
　エアロゲル２－Ａを実施例１と同様のジェットミルで、フィード圧とミル圧は共に０．
６４ＭＰａ、１．２ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は２４ｇ／ｍｉｎ、単
位風量当たり２０ｇ／ｍ３で行った結果、Ｄ５０が２．２μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３
５のエアロゲルを得た。
【００８８】
　このエアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値１６、Ｒａ０．
３０μｍであった。
【００８９】
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　実施例３
　実施例１で得たエアロゲル１－Ｂを更に、フィード圧とミル圧は共に０．５ＭＰａ、０
．９ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は２０ｇ／ｍｉｎ、単位風量当たり２
１ｇ／ｍ３で行った結果、Ｄ５０が２．５μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３６のエアロゲル
を得た。実施例１と比較してＤ５０が小さく、Ｄ１０／Ｄ９０がより大きなエアロゲルを
得た。
【００９０】
　このエアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値１５、Ｒａ０．
３８μｍであった。
【００９１】
　実施例４
　実施例３で得たエアロゲルを更に、フィード圧とミル圧は共に０．５ＭＰａ、０．９ｍ
３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は１８ｇ／ｍｉｎ、単位風量当たり１９ｇ／
ｍ３で行った結果、Ｄ５０が２．２μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３７のエアロゲルを得た
。
【００９２】
　実施例３と比較してＤ５０が小さく、Ｄ１０／Ｄ９０がより大きなエアロゲルを得た。
【００９３】
　このエアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値１７、Ｒａ０．
３１μｍであった。
【００９４】
　実施例５
　表面処理剤をＤＭＤＣＳの代わりにモノメチルトリクロロシラン（以下、ＭＴＳ）を用
いて、添加量はゲル１００ｍＬに対して７ｇ加え、その他は実施例１と同様の手順で粗エ
アロゲルを作製した。
【００９５】
　こうして得られたエアロゲルの比表面積は７３７ｍ２／ｇ、細孔容積は４．０９ｍＬ／
ｇ、細孔半径のピークは２５．５ｎｍであった。
【００９６】
　このエアロゲルを実施例４と同様の方法で粉砕し、Ｄ５０が２．３μｍ、Ｄ１０／Ｄ９
０が０．３９のエアロゲルを得た。
【００９７】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値２２、Ｒａ０
．２４μｍであった。
【００９８】
　実施例６
　シリカゲル熟成時の熟成時間を１２０分に延長し、その他の条件は実施例１と同様の手
順で粗エアロゲルを作製したところ、比表面積は６６７ｍ２／ｇ、細孔容積は４．３８ｍ
Ｌ／ｇ、細孔半径のピークは２７．４ｎｍのエアロゲルを得た。
【００９９】
　こうして得られたエアロゲルを実施例１と同様のジェットミルで、フィード圧とミル圧
は共に０．６ＭＰａ、１．１ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は１７ｇ／ｍ
ｉｎ、単位風量当たり１５ｇ／ｍ３で２回粉砕した結果、Ｄ５０が２．８μｍ、Ｄ１０／
Ｄ９０が０．３３のエアロゲルを得た。
【０１００】
　上記エアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値１６で、Ｒａ０
．４１μｍであった。
【０１０１】
　実施例７
　シリカゲル熟成時の熟成時間を３０分に短縮し、その他の条件は実施例１と同様の手順
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で粗エアロゲルを作製したところ、比表面積は７９０ｍ２／ｇ、細孔容積は５．８１ｍＬ
／ｇ、細孔半径のピークは２２．１ｎｍのエアロゲルを得た。
【０１０２】
　こうして得られたエアロゲルを実施例６と同様の手順で粉砕した結果、Ｄ５０が２．９
μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３３のエアロゲルを得た。
【０１０３】
　このエアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値１２、Ｒａ０．
４８μｍであった。
【０１０４】
　実施例８
　シリカゲル熟成時の熟成時間を６０分に短縮し、その他の条件は実施例１と同様の手順
で粗エアロゲルを作製したところ、比表面積は８１５ｍ２／ｇ、細孔容積は５．１９ｍＬ
／ｇ、細孔半径のピークは２９．５ｎｍのエアロゲル（以下、エアロゲル８―Ａ）を得た
。
【０１０５】
　こうして得られたエアロゲルを、原体の供給量を１８ｇ／ｍｉｎ、単位風量当たり１６
ｇ／ｍ３に変更した以外は、実施例６と同様の手順で粉砕した結果、Ｄ５０が２．６μｍ
、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３７のエアロゲルを得た。
【０１０６】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値１３、Ｒａ０
．４０μｍであった。
【０１０７】
　実施例９
　エアロゲル８－Ａを実施例１と同様のジェットミルでフィード圧とミル圧は共に０．３
５ＭＰａ、０．７ｍ３／ｇの圧縮空気を用い、原体の供給量は１８ｇ／ｍｉｎ単位風量当
たり２７ｇ／ｍ３で１回粉砕した結果、Ｄ５０が３．９μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３０
のエアロゲルを得た。
【０１０８】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値１２、Ｒａ０
．６５μｍであった。
【０１０９】
　比較例１
　実施例２で作製したエアロゲル２－Ａを再度ジェットミルで粉砕する代わりに、分級器
（ユーラステクノ株式会社製、マイクロカット４００Ｈ形）を用いて分級したところ、Ｄ
５０が２．７μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．２３のエアロゲルを得た。上記手順により、実
施例１と比較してＤ５０は同等であるが、Ｄ１０／Ｄ９０が小さいエアロゲルが得られた
。
【０１１０】
　このエアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値２２、Ｒａ０．
５４μｍであった。
【０１１１】
　比較例２
　株式会社トクヤマ製のファインシールＥ－５０の表面をシリコーンオイルで処理し、疎
水性シリカを作製した。こうして得られたシリカの比表面積は１６０ｍ２／ｇ、細孔容積
は１．３０ｍＬ／ｇ、細孔半径のピークは見られなかった。この疎水性シリカをフィード
圧、ミル圧は共に０．４ＭＰａ、０．８ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は
２４ｇ／ｍｉｎ、単位風量当たり３２ｇ／ｍ３で１回粉砕した結果、Ｄ５０が２．３μｍ
、Ｄ１０／Ｄ９０が０．３４の疎水性シリカを得た。
【０１１２】
　この疎水性シリカに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値５８、Ｒａ
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０．１９μｍであった。
【０１１３】
　比較例３
　実施例１のエアロゲル１－Ａを実施例１と同様のジェットミルで、フィード圧とミル圧
は共に０．４ＭＰａ、０．８ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は２６ｇ／ｍ
ｉｎ、単位風量当たり３５ｇ／ｍ３で１回粉砕した結果、Ｄ５０が３．２μｍ、Ｄ１０／
Ｄ９０が０．２８のエアロゲルを得た。
【０１１４】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値１２、Ｒａ０
．７０μｍであった。
【０１１５】
　比較例４
　実施例８のエアロゲル８－Ａを実施例１で用いたジェットミルで、フィード圧とミル圧
は共に０．３ＭＰａ、０．６ｍ３／ｇの圧縮空気を用い、原体の供給量は１８ｇ／ｍｉｎ
、単位風量当たり３２ｇ／ｍ３で粉砕した結果、Ｄ５０が５．５μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が
０．２４のエアロゲルを得た。
【０１１６】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値１２、Ｒａ１
．３３μｍであった。
【０１１７】
　比較例５
　ゲル化時のｐＨを５．５に変更し、その他の条件は実施例１と同様の工程を得て粗エア
ロゲルを作製したところ、比表面積は７８３ｍ２／ｇ、細孔容積は５．７６ｍＬ／ｇ、細
孔半径のピークは２２．１ｎｍのエアロゲルを得た。
【０１１８】
　こうして得たエアロゲルを実施例１と異なるジェットミル（セイシン企業株式会社製、
ＣＯ－ＪｅｔＳＹＳＴＥＭα‐ｍｋＩＩＩ）で、フィード圧とミル圧は共に０．６ＭＰａ
、０．３ｍ３／ｍｉｎの圧縮空気を用い、原体の供給量は１ｇ／ｍｉｎ、単位風量当たり
３ｇ／ｍ３で粉砕した結果、Ｄ５０が８．１μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．１５のエアロゲ
ルを得た。
【０１１９】
　このエアロゲルに対して実施１と同様の評価を行ったところ、グロス値１６、Ｒａ４．
３７μｍであった。
【０１２０】
　比較例６
　実施例１で作製したエアロゲル１－Ａの５０ｇをトルエン５０００ｍＬに分散混合させ
てスラリーを作製した。上記スラリーを湿式微粒化装置（Ｕｌｔｉｍａｉｚｅｒ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ、株式会社スギノマシン製）を用いて１４０ＭＰａで粉砕し、１２０℃で１２時間
乾燥させた結果、Ｄ５０が２．５μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．２５のエアロゲルを得た。
【０１２１】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値１６、Ｒａ１
．５３μｍであった。
【０１２２】
　比較例７
　粉砕圧を１００ＭＰａに変更し、それ以外の条件は比較例６と同様の手順でエアロゲル
を作製した結果、Ｄ５０が２．９μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．２５のエアロゲルを得た。
【０１２３】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値２６、Ｒａ１
．６１μｍであった。
【０１２４】
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　比較例８
　実施例８のエアロゲル８－Ａ　５ｇをボールミル（ＺＲ－Ｐポットミル　Ｔｙｐｅ：Ａ
－５、日本化学陶業株式会社製）に投入し、更に、直径１５ｍｍのアルミナ球を、ミル容
器の１７％程度になるまで投入した。
【０１２５】
　その後、ボールミルの回転数を８５ｒｐｍで１時間粉砕した結果、比表面積と細孔容積
が減少し、比表面積が６７０ｍ２／ｇ、細孔容積が１．０８ｍＬ／ｇ、かつ、細孔半径の
ピークは見られなくなり、Ｄ５０が５．６μｍ、Ｄ１０／Ｄ９０が０．１２のエアロゲル
を得た。
【０１２６】
　このエアロゲルに対して実施例１と同様の評価を行ったところ、グロス値８５であった
。
【０１２７】
　以下の表１にエアロゲルの製造条件を、表２に得られた結果を纏めて記す。
【０１２８】
【表１】

【０１２９】
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【図２】
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